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国際人権A規約13条に係る留保撤回後における、
「無償教育の漸進的導入」原則に係る研究と運動の
あり方を探る意図で、本分科会は開催された。
第一報告は、腰山千明会員（龍谷大学）の「日本

における高等教育無償化に向けて――社会権規約第
13条2項(c)からの視座」であった。社会権規約の起
草過程、社会権規約委員会の見解・意見、各国家報
告書とその審査などの分析から、同条項の「漸進的
な導入」と「無償教育」の意味は、「すべての能力
ある者に高等教育の機会均等を保障する上で、高等
教育機関に支払うべきあらゆる経費を無料にするこ
とを要求している」と結論づけた（腰山報告は『大
学評価学会年報』第8号に収録）。
第二報告は、田中秀佳会員（帝京短期大学）の

「国際人権法と高等教育無償の原理」であった。
「教育への権利に関する『4-Aスキーム』」の枠組
み、条約の法原理と法解釈などを整理した上で、国
際人権法において授業料および奨学金に関する政策
が司法判断適合性あるものとされた意義、日本国内
の教育条件整備に関わる諸問題の克服に向けて社会
権規約を国内的に実質化していく作業、などが提起
された（田中報告は『日本教育法学会』第43号に収
録）。
　第三報告は、渡部昭男会員（神戸大学）の「留保
撤回後における高校授業料無償化法の見直し問題」
であった。国会審議の分析から、所得制限の導入は
なされたが「無償教育の漸進的導入」原則の否定答
弁はできなかったこと、公私間格差の是正（私学生
徒への加算拡充）・学び直しの支援（支援年限の延
長）・低所得層への支援（高校版の就学援助）など
授業料の範囲を越えて無償施策の拡充があったこ
と、義務教育・高校に加えて幼児教育にも無償施策
の広がりがあったこと、大学・大学院における無償
に言及する発言が増えたこと等が報告された（渡部
報告は龍谷大学『社会科学研究年報』第44号に収
録）。
　討論では、人権論・権利論からのアプローチのみ
で十分なのか、無償を支える思想・文化論、「教育
は次世代への投資である」という世代論・政策論も

語る必要が出さ
れた。これに対
して、コアはやは
り個々人の権利
であり、「人権
としての（無償）
高等教育」を承
認・保障する社
会を展望する必
要が示された。
また、留保撤回
後に目に見えた
前進がないのではないかとの論議もなされた。これ
について、高校授業料無償化法の見直しがなされた
が、条約を「誠実に遵守する」という日本国憲法第
98条規定によって、国会での政府見解・政府答弁に
は留保時代へ逆行できない一定の歯止め・拘束がか
かっていることが示された。一般参加者からは、義
務教育に加えて大学まで無償にする説得力のある説
明が要望された。これには、医療保険制度における
混合診療の例が出され、一部に保険外診療が入り込
むと保険制度自体が掘り崩されていくように、教育
に有償制が残ることで義務教育等の無償制も崩れて
いく現実が語られた。
　今後、大学評価学会として、国際人権規約に係る
政府報告書の作成（次回は2018年）、国連社会権規
約委員会での審査や勧告の関する監視や参加などに
役割発揮すること、国際的な共同研究をさらに進め
ること、学会HPや通信に「13条問題コーナー」を設
けて関連情報を継続的に発信すること、などが提示
された。

文責：渡部昭男（神戸大学）

第55分科会
「13条問題」

「無償教育の漸進的導入」留保撤回後の研究と運動の進め方

総括討論
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大学評価学会 第11回年次総会の報告

日時：2014年3月1日（土）13:00～13:50
場所：山梨大学（甲府キャンパス）Y号館15教室

＜議事次第＞
１．議長選出（理事と会員からそれぞれ１名）
　　村上孝弘理事と林尚毅会員を選出。
２．2013年度活動総括（案）について
＜学会年報およびシリーズ本の編集について＞
　　年報第8号の発刊、第９・10号の編集
　　シリーズ本第7巻（高大連携・高大接続）の編集
＜研究会活動および関連の取り組みの経過＞　

　　①第40回研究会：2013年6月22日（土）（於：龍谷大学 深草学舎）
　　②第41回研究会：2013年月8月24日（土）（於：日本福祉大学中央福祉専門学校）
　　③第42回研究会：2013年11月9日（土）（於：駒澤大学 駒澤大学会館）
＜国際人権Ａ規約第13条問題特別委員会の活動＞
＜その他、会合および諸活動＞

　　・第5回理事会（2013年3月10日、龍谷大学 深草学舎）
　　・第6回理事会（2013年8月24日、日本福祉大学中央福祉専門学校）
　　・第7回理事会（2013年11月9日、駒澤大学 駒澤大学会館）
　　・第8回理事会（2014年3月1日、山梨大学 甲府キャンパス）
　 ・学会通信を3回発行（33号（2013年5月25日付）、34号（10月5日付）、35号（2014年1月20日
付））。

　　・2014年3月1日現在の会員数199人。内訳は、会員188人、協力会員11人（団体会員2を含む）。
３．2013年度決算（案）および監査報告

（別紙参照）
４．2014年度活動方針(案)について
＜研究会等の開催予定＞

　　・研究例会の開催（年3回）。以下研究例会の開催日程案。
第43回研究会；6月＊日（土）（京都市内を予定）
第44回研究会：8月＊日（土）（名古屋市内を予定）
第45回研究会：11月＊日（土）（東京都内を予定）

　　・予想されるテーマ
学術の在り方、大学評価・大学教育政策、評価書の読み方・読み解き、教職協働、発達保障・移行
支援、高大連携・高大接続、大学経営・大学運営、FD・学生参画、
公立（法人）問題、13条問題（無償教育）、ジュンダー問題・男女共同参画　等

＜学会年報の刊行＞
　　・第9号を発刊する。第10号の発刊をめざす。第11号の編集を進める。
＜出版活動＞

　　・シリーズ本第7巻の発刊をめざす。
　　・シリーズ本第8巻以降の刊行ならびに企画立案。
＜委員会などの諸活動＞

　　・韓国をはじめとする海外の大学関係者との交流の継続。
　 ・国際人権Ａ規約第13条問題特別委員会（略称；13条特別委員会）の取り組み、他団体との協力・共同
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関係の推進。
　　・共同研究の推進（渡部理事を研究代表者に科研費を申請中）。
＜通信発行＞

　　・『通信』は第36号～38号の3回発行（5月、9月、1月を予定）。
　＜その他＞
    ・理事会は、次回総会までに、2014年3月2日（山梨大学）、8月＊日（名古屋市内）、11月＊日（東京都

内）、2015年2月28日（神戸学院大学を）を予定。
　　・その他
５．2014年度予算（案）について

（別紙参照）
６．第Ⅵ期（2015年～）理事選出管理委員の選出について
　　　川地会員（神戸大学）、赤木会員（神戸大学）
７．学会刊行物の著作権ポリシーについて
　別紙「大学評価学会著作権ポリシー」の通り、施行する。あわせて、『現代社会と大学評価』の国立情報
学研究所CiNii(NII論文情報ナビゲータ)への登録を行いたい。
８．第12回全国大会について
　　・開催日時：2015年2月28日（土）～3月1日（日）
　　・開催場所：神戸学院大学「ポートアイランドキャンパス」（実行委員長：水谷勇 理事）
　　・大会テーマおよび報告者は2014年9月頃までに決定する。
　　・基調講演は朴木佳緒留氏（神戸大学大学院教授、前・人間発達環境学研究科長、ご専門：ジェンダー
     問 題と教育・学習）に内定済み。

※　第13回大会については、札幌学院大学（片山一義 会員）から内諾を得ている。
９．顧問の委嘱について（報告）
　継続：碓井敏正（京都橘大学）、細井克彦（大阪市立大学名誉教授）、三輪定宣（千葉大学名誉教授）
10．理事の異動について
11．第3回「田中昌人記念学会賞」の受賞者について（報告）
12．その他

大学評価学会著作権ポリシー
１．学会年報『現代社会と大学評価』掲載の論文等（学術論文、資料、研究ノート、実践報告、レビュー、動
向、書評・図書紹介等）について」

（1）著作権（著作権法第21 条から第28 条に規定されているすべての権利を含む。以下同様。）は、学会に
帰属するものとする。

（2）著作者自身による学術目的等での利用（著作者自身による編集著作物への転載、掲載、WWWによる公
衆送信、複写して配布等を含む。）を、学会は許諾する。著作者は、学会に許諾申請をする必要がな
い。ただし、刊行後1 年間は、WWW による公衆送信については、原則として許諾しない。また、学術
目的等での利用に際しては、出典（論文誌名、巻号頁、出版年、以下同様。）を記載するものとする。

（3）著作者が所属する機関の機関リポジトリでの公開については、刊行1 年後に無条件で許諾する。著作者
自身および著作者が所属する機関による許諾申請をする必要がない。ただし、出典を記載するものとす
る。刊行後1 年以内の場合には許諾しない。

（4）第三者から論文等の複製、翻訳、公衆送信等の許諾申請があった場合には、著作者の意向を尊重しつ
つ、理事会が許諾の決定を行うものとする。

２．「シリーズ大学評価を考える」に掲載の論文等について

総会参考資料
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　(1) 学会年報に準じて取り扱うこととする。
(2) 発行者が本学会以外のものである場合には、本著作権ポリシーは適用されない。

３．大会の発表要旨（予稿集に掲載された著作物）について
（1）著作権は著作者に帰属するものとする。
（2）著作物の複製、公衆送信、頒布等を行おうとする者は、著作者の許諾を得るものとする。
４．学会あるいは学会の委員会、学会において設置されたグループ等による著作物（学会ニュースを含む。）
について

（1）著作権は、学会に帰属するものとする。
（2）著作物の複製、公衆送信、頒布等を行おうとする者は、学会の許諾を得るものとする。
附則 本規程は、2014年3月1日より施行する。

2013年度決算（2013年3月1日～2014年2月28日）

１．収支決算表（2013年3月1日～2014年2月28日）
2013年度予算 2013年度決算 内容

前期繰越金 1,725,798 1,725,798
会費収入 1,207,000 937,000過年度会費を含む
年報・シリーズ本販売売上 450,000 18,600
全国大会参加費 150,000 120,500第10回大会
全国大会開催補助 0 0
雑収入 0 0

＜収入合計＞ 3,532,798 2,801,898
理事会費 300,000 158,810 交通費、昼食代
年報・シリーズ本編集費 1,400,000 999,894 年報第8号印刷代他
会報・リーフレット作成費 80,000 63,525 通信3回
通信費 130,000 93,986 メール便代他
大会・研究会 400,000 303,465 予稿集他
事務用品費 50,000 14,044 封筒、宛名シール他
支払手数料 30,000 17,645 郵便振替手数料他
委託費 100,000 43,000会費管理ほか委託
予備費 1,042,798 10,000教育関連学会協議会

＜支出合計＞ 3,532,798 1,704,369
＜次期繰越金＞ 1,097,529

　注）
　 １．第11回大会が3月1日、2日の開催であるため、2014年2月20日までの支出について決算を行っ
ている。
２．大会・研究会の支出には、全国大会懇親会の費用（132,000円）から参加者負担分128,000円
を控除した4,000円を含んでいる。

　２．貸借対照表（2014年2月20日現在）
資産資産 負債負債

現金 379,578次期繰越金 1,097,529
郵便振替口座 717,951

合計 1,097,529 合計 1,097,529
　注）
　１．第11回大会が3月1日、2日の開催であるため、2014年2月20日現在の残高である。
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会計監査報告書

2014年度予算（2014年3月1日～2015年2月28日）

2014年度予算 2013年度決算 2013年度予算
前期繰越金 1,097,529 1,725,798 1,725,798
会費収入 983,000 937,000 1,207,000
年報・シリーズ本販売売上 628,000 18,600 450,000
全国大会参加費 100,000 120,500 150,000
全国大会開催補助 0 0 0
雑収入 0 0 0

＜収入合計＞ 2,808,529 2,801,898 3,532,798
理事会費 250,000 158,810 300,000
年報・シリーズ本編集費 1,400,000 999,894 1,400,000
会報リーフレット作成費 80,000 63,525 80,000
通信費 130,000 93,986 130,000
大会・研究会 450,000 303,465 400,000
事務用品費 60,000 14,044 50,000
支払手数料 30,000 17,645 30,000
委託費 130,000 43,000 100,000
会費 10,000 0 0
予備費 268,529 10,000 1,042,798

＜支出合計＞ 2,808,529 1,704,369 3,532,798
＜次期繰越金＞ 0 1,097,529 0

注）
1. 　 会費収入は、会員数を200名（現職教職員160名、現職教職員以外30名、協力会員10名）と
し、納入率約80％で、予算計上した（@6,000×128＋@3,000×24＋@1,000×8＝848,000
円）。過年度分については、25名分（@6,000×20+@3,000×5＝135,000円）を計上した。

2. 　 年報・シリーズ本販売売上げは、年報第8号（@1,800×0.4×300＋@1,800×20＝252,000
円）、同第9号（@1,800×0.4×200＋@1,800×20＝180,000円）とシリーズ本第6巻（無償化、
@1,400×0.4×300＋@1,400×20＝196,000円）を見込んだ。

3. 　 全国大会参加費は、会員30名（@1,500）、院生等会員10名（@1,000）、非会員15名
（@3,000）を見込んだ。

4. 　年報・シリーズ本編集費は、年報第9号、第10号編集経費・印刷費（500,000×2＝1,000,000
円）、シリーズ本第7巻印刷費（400,000円）を計上した。

5．　会報・リーフレット作成費は、「学会通信」3回分を計上した。
6．　委託費は、「学会通信」編集・会費管理・会員名簿作成と書籍保管料を含んでいる。
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第3回　田中昌人記念学会賞

　 2014年3月1日（土）に開催された大学評価学会第11回会員総会において、下記の2
名に授与されることが発表された（なお、授賞式は2014年6月に開催する第43回研究
会で行われる予定である）。

【受賞者と受賞論文】
石井　拓児（愛知教育大学）

　（2012）「第8章　教育における公費・私費概念――その日本的特質」
　　　　　（pp.339-377）
田中　秀佳（帝京短期大学）
　（2012）「第10章　私費負担軽減運動の歴史と到達点――教育財政の民主主義的・
　　　　　教育専門的統制」（pp.416-454）

　いずれも、世取山洋介・福祉国家構想研究会編（2012）『シリーズ新福祉国家構想2　
　　公教育の無償性を実現する――教育財政法の再構築』大月書店（全495頁）所収。

【受賞理由】
　 対象論文は、体系的な福祉国家政策のグランドデザインを示すことを目的として、福
祉国家構想研究会により行われた共同研究の一環である。そのため、福祉・医療・保
育・職業訓練など、諸領域における権利保障との関連を意識しながら当該分野の改革構
想を示すという同研究会のスタンスは、本共同研究にも貫かれている。
　このような共同研究の中で、石井・田中両氏の論文は重要な位置を占めている。すな
わち、石井論文は、高等教育を含む教育財政研究が共通認識としなければならない概念
上の整理、および論点を提示し、教育財政の「国家負担限界説」を乗り越える基本的な
方向を示した。田中論文は、日本における公教育無償化の経緯を国民運動との関わりの
観点から整理し、教育条件整備要求が、評価と了解、自己決定のプロセスを含んで形
成・展開されてきたことを示した。両氏の研究成果は、国際人権法が政府に公教育無償
化義務を課すものでありながらも、高等教育の無償化のとりくみが著しく遅れてきた日
本の教育財政制度・研究上の問題点を明らかにし、それらを克服する筋道が社会の現実
の中に存在することを明確にしたものだと高く評価できる。
　本学会は、創立以来、教育費の高い私費負担が国民の学ぶ権利を阻害していることを
重大な問題と考え、高等教育の無償化問題を継続して重点課題として扱ってきた。ま
た、個別の大学はもとより、国家及び自治体経営（行政・施策）の目的も人間の発達保
障問題であるとの提起を行ってきた。こうした学会の基本姿勢とも合致する成果を、教
育財政制度・政策・運動研究の分野で挙げた両氏の業績は、第3回田中昌人章受賞にふ
さわしいものと、審査委員一同判断する。
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理 事 会 報 告

大学評価学会　第Ⅴ期第８回理事会

・日時：2014年3月1日（土）12:00～13:00
・場所：山梨大学（甲府キャンパス）Ｙ号館202教室
・出欠状況
理事：出席者14名、委任状4名、欠席者2名／理事総数、20名
・幹事：出席者5名、欠席者3名／総数8名

　　　　
【報告事項】
１．『現代社会と大学評価』について
・第8号を3月20日付けで発刊。
・第9号の編集は進行中、第10号は企画中。
　（編集委員会ならびに学会事務局から）
２．シリーズ本について
３．「学会通信」第35号について
1月20日付で発行し、会員宛に送付した。
４．13条問題特別委員会の1/23声明について
　（渡部事務局長・特別委員会代表から）
５．会計監査の実施について
　（別紙、参照）
６．総会の運営について
　総会議長：理事から1名（村上）、会員から1名（林）を内定した。
７．シンポジウム＆各分科会の記録（「学会通信」第36号掲載）について
８．その他

【審議事項】
１．第Ⅴ期第7回理事会議事録（案）承認について［ＭＬ理事会にて承認済みの確認］
　（通信第３５号、参照）
２．12/4理事会声明「大学における教育・研究および評価に関する声明」について
（通信第３５号、参照）　　　　　　　　　　　［ＭＬ理事会にて承認済みの確認］
３．会員の異動（入会、退会、除籍、海外会員）について
　新入会2名、退会6名、会費未納による除籍12名
４．理事の異動について
　 　望月理事から「バンコクに駐在することになったことから、理事の任を退き、海外会員扱いに

してほしい」旨、要望があり、承認した。
５．顧問の委嘱について
　 継続：碓井敏正（京都橘大学名誉教授）、細井克彦（大阪市立大学名誉教授）、三輪定宣（千

葉大学名誉教授）を承認した。
６．第３回田中昌人賞選考委員会の選考結果（受賞者）について
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　　別紙のとおり、承認した。
７．学会刊行物の著作権ポリシーについて
　　現時点までに異議申し立てはなく著作権ポリシーが成立した。ただし、CiNii等への公開に関し

ては、さらに検討を行うことが承認された。
８．第Ⅵ期（2015年～）理事選出管理委員の選出について
　　川地亜弥子（神戸大学）、赤木和重（神戸大学）の2会員に依頼することが承認された。
９．書籍保管料の支出について
　　保管先に対して、一月3千円の保管料でいかがという方向で相談することにした。
10．第11回会員総会について
別紙のとおり、承認した。

11．その他

大学評価学会　第Ⅴ期第９回理事会
・日時：2014年3月2（日）12:30～13:00
・場所：山梨大学（甲府キャンパス）Ｙ号館202教室
・出欠状況
理事：出席者14名、委任状3名、欠席者2名／理事総数19名
・幹事：出席者7名、欠席者1名／総数8名

【報告事項】
１．山梨大会の参加者数などについて
　　　一般参加を含めて66名、懇親会は36名、であった。
２．その他

【審議事項】
１．総会での論議をうけて
２．2014年度の活動について
３．評価機関（学会付置機関）の設置の検討について
　　以上１～３を総合して意見交換を行った。
　　３に関しては、どのような方向性がありうるのか、まずは検討を始めることとなった。
４．その他
　　新入会1名
　　この入会により、総会員数は200名となった。内訳は以下のとおり。
　　　会員　189人、協力会員　11人（うち団体会員2）、計　200人（団体2を含む）。



16

Association for the University Evaluation

大学評価学会「第43回研究例会」等について

「第43回研究例会」等に関して、詳細が確定しましたのでお知らせいたします。

【第43回　研究例会】
○日　時：2014年6月14日（土）午後
○場　所：名古屋大学　教育学部本館１階（東側）「大会議室」

〒464-8601　名古屋市千種区不老町（アクセス・地図は教育学部HPを参照のこと）
　 http://www.educa.nagoya-u.ac.jp/info/access.html

○次　第：13:30～　第3回「田中昌人記念学会賞」授賞式
　　　　　　　　　（受賞者：石井拓児会員、田中秀佳会員）
　　　　　13:45～　例会
　　　　　報告１：評価書の読み方と読み解き（その１）

細川　孝　氏（龍谷大学）
　　　　　報告２：大学ランキングの読み方と読み解き（その１）
　　　　　　　　　日永龍彦　氏（山梨大学）
　　　　　17:00　　閉会予定
○参加費：無　料（会員以外の方も参加できます／事前申し込みは不要です）

【シリーズ本の企画会議】
○日　時：2014年6月14日（土）午前
○場　所：名古屋大学　教育学部本館１階（東側）「小会議室」
○次　第：10:30～　シリーズ本「高大連携・接続」企画の検討
　　　　　11:30～　その他の企画について
　　　　　12:00　　閉会予定
○対象者：本学会の理事・幹事（参加可能なメンバー）＋企画関係者

≪アクセス・地図≫出典：教育学部HP
　地下鉄東山線 本山駅にて乗り換え　地下鉄名城線(右回り：八事・新瑞橋方面) 名古屋大学駅 下車　徒歩3分
　地下鉄鶴舞線 八事駅にて乗り換え　地下鉄名城線(左回り：本山・大曽根方面) 名古屋大学駅 下車　徒歩3分 

大学評価学会事務局
神戸大学 akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp （渡部）
龍谷大学 hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp（細川）

研究会のご案内

http://www.educa.nagoya-u.ac.jp/info/access.html
http://www.educa.nagoya-u.ac.jp/info/access.html
mailto:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
mailto:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
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2014年度の研究例会等について
（日程のご案内と発表のお誘い）

　 2014年度の研究例会等に関して、下記の日程に内定しましたのでお知らせいたします。
発表希望がありましたら、遠慮なく事務局までご連絡ください。

【日程と場所】
○第４３回例会等（名古屋）～6/14（土）

午前：シリーズ本検討会（10:30～、関係者）
午後：学会賞授賞式（13:30～、石井・田中会員）
　　　研究例会：仮テーマ「評価書の読み方と読み解き」

○第４４回例会等（京都）～8/31（日）
午前：第11回理事会
午後：研究例会（テーマ未定）

○第４５回例会等（東京）～11/15（土）
午前：第12回理事会
午後：研究例会（テーマ未定）

＊詳細および最新情報は「学会ＨＰ」及び「学会通信」でご確認ください。

【想定されるテーマ】
大学・学術の果たすべき役割、 大学評価や法人経営のあり方、評価書の読み方・読み
解き、大学評価・大学教育政策、公立大学問題、センター・附属施設の機能、教職協
働の取り組み、FDや学生参画、授業づくりの実践、高大連携・高大接続の現状と課
題、学生の発達保障・移行支援、就活・キャリア教育、無償教育の漸進的導入、ジェ
ンダー問題・男女共同参画 　など

大学評価学会事務局
神戸大学 akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp （渡部）
龍谷大学 hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp（細川）

大学評価学会第12回全国大会（2015年）について（予告）

開催日時：2015年2月28日（土）～3月1日（日）
開催場所：神戸学院大学「ポートアイランドキャンパス」

（実行委員長：水谷勇 理事）

＊大会テーマおよび報告者は2014年9月頃までに決定する。
＊基調講演は朴木佳緒留氏（神戸大学大学院教授、前・人間発達環境学研究
科長、現・男女共同参画推進担当学長補佐、ご専門：ジェンダー問題と教
育・学習）に内定済み。

mailto:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
mailto:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
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以下の要領で、投稿原稿を募集しています。この年報第11号までが、第4回「田中昌人記
念学会賞」（2016年大会時の総会で発表予定）の選考対象に含まれます。会員の皆様の積
極的な投稿をお待ちいたします。 
　　○投稿規程・執筆要領

2013年11月に改訂されました。学会ホームページでご確認ください。
　　○投稿の〆切 
「原著論文、資料、研究ノート」に関しては、2014年9月30日（火）。
「実践報告、レビュー、動向、書評・図書紹介等」に関しては随時
　　（学会HPの2013.12.20.「年報に関する随時投稿のお知らせ」を参照）。

　　○送付先 
〒448-8542  愛知県刈谷市井ケ谷町広沢１
 愛知教育大学  教育実践総合センター１F  石井拓児研究室 
Tel：0566-26-2579 
Email：takuishi@auecc.aichi-edu.ac.jp 

　　○投稿テーマ例 
大学・学術の果たすべき役割、 大学評価や法人経営のあり方、評価書の読み方・読
み解き、大学評価・大学教育政策、公立大学問題、センター・附属施設の機能、教職
協働の取り組み、FDや学生参画、授業づくりの実践、高大連携・高大接続の現状と
課題、学生の発達保障・移行支援、就活・キャリア教育、無償教育の漸進的導入、
ジェンダー問題・男女共同参画 など。

　　○発刊予定
　　　2015年7月予定（審査結果は2015年3月までには通知見込み）。
　　○その他（新入会）

新入会の方の「原著論文、資料、研究ノート」（査読有）については、2014年8月末
予定の第Ⅴ期第11回理事会での承認分まで投稿可能です。間に合うように入会申し込み
を提出して下さい（学会HPの「入会申し込みについて」をご参照下さい）。

学会年報『現代社会と大学評価』第11号への投稿について
（「新入会の呼びかけ」を含む）

mailto:takuishi@auecc.aichi-edu.ac.jp
mailto:takuishi@auecc.aichi-edu.ac.jp
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「無償教育の漸進的導入」原則に反する
私立大学授業料の値上げ方針に抗議する声明

2014年1月23日　大学評価学会国際人権A規約第13 条問題特別委員会

　 新聞等の報道によれば、少なくない私立大学が2014年4月から授業料を値上げするという。
「教育環境の充実」が理由とされているようだが、春からの「消費税率の引き上げ」も大きく影
響していることは明らかである。したがって、個別大学の責任のみに帰することはできないが、
実は条約違反に繋がる重大事態であり、本委員会は厳しく抗議する。

　 日本政府は、1979年に国際人権A（社会権）規約を批准したにもかかわらず、第13条第2項(b)
(c)を留保してきた。すなわち、「無償教育の漸進的導入」（少しずつ無償に近づけていくこと）
に係る中等教育および高等教育の箇所である。本委員会のメンバーであった田中昌人（故人・京
都大学名誉教授）は『日本の高学費をどうするか』という書を2005年に世に問い、多くの関係団
体が留保撤回を強く主張してきた。国連からも促され、日本政府は2012年9月11日、留保撤回を
行った。したがって、それ以降、外務省ウェブサイト（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/
kiyaku/tuukoku_120911.html）にも記載されているように、日本は「無償教育の漸進的導入」
原則に拘束される立場となっている。有名私学を含む今回の値上げ方針は、留保時に行われた過
去の値上げ措置とは異なり、条約違反に繋がる重大事態と言わざるを得ない。
　
　 高学費に依存する文教政策や大学法人経営のありようは、留保撤回とともに見直され、計画的
に「無償教育の漸進的導入」が進められなければならない。留保撤回を契機として、大学関係者
は学生・国民とともに、政府に対して「無償教育の漸進的導入」原則にふさわしい予算の増額や
政策の転換を求めていくべきである。本委員会は、すでに2012年3月2日、高等教育予算のGDP比
率1.2％（OECD平均）への拡大、給与型奨学金の復活、授業料の半額化などを求める声明を公表
している（学会HP　http://www.unive.jp/）。

ところで、日本と同様に高学費であったお隣の韓国では、国民の運動に押されて「学費負担の
軽減」が総選挙や首長選挙、大統領選挙の公約となり、現に登録金の半額化・減額化、給与型の
国家奨学金の開始、国の教育予算の増加などが進んでいる（大学評価学会『高等教育における
「無償教育の漸進的導入」―授業料半額化への日韓の動向と連帯―』2013年、など）。OECD諸
国の中で日本は、高等教育を含む教育機関への公的支出のGDP比率（2010年）が韓国の4.8％に
も劣る3.6％であり、なんと4年連続の最下位となっている。

　 日本では、大学等進学率は50％超で頭打ちとなっており、ここ数年は漸減傾向を示している。
その背景に、高学費と厳しい家計の状況があることは明らかだ。「消費税率の引き上げ」は、家
計にいっそうの負担を強いることとなり、進学機会を奪う事態の拡大にも繋がる。若者の学ぶ権
利を侵害すれば、日本社会の未来を危うくすることになろう。

　私立大学は公教育を担う存在であり、日本においては大学生のうち7割以上が私立大学に学んで
いる。このような点で、今回の私立大学の授業料値上げ表明は、個別大学の問題としてのみ受け
止めることは出来ず、看過することはできない。留保撤回以降は、個々の学校法人にも「無償教
育の漸進的導入」原則を尊重する大学経営が求められている。このことは大学自らが果たすべき
社会的責任の一環でもあり、とりわけ巨額の内部留保を有する大手私立大学の社会的責任は重大
であろう。

http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/tuukoku_120911.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/tuukoku_120911.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/tuukoku_120911.html
http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/kiyaku/tuukoku_120911.html
http://www.unive.jp
http://www.unive.jp
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学会年会費の請求について

2014年度（2014年3月1日～2015年2月28日）の学会年会費の請求書を別途（6月上旬頃）、お送
りさせていただきます。過年度分が未納の方につきましては、2014年度分とあわせてお支払いいただ
きますようお願いいたします。
なお、年会費は６千円（現職教員以外の者［院生・学生を含む］は３千円）です。

大学評価学会事務局 会計担当　細川孝　
612－8577　京都市伏見区深草塚本町67　龍谷大学　　　　　　　　　
　　   e-mail：hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp　　 　
電話・Fax：075（645）8634＜ダイヤルイン>

【大学評価学会の日誌】

　2014年　2月25日（火）　会計監査（於：龍谷大学）
　            3月1日（土）、2日（日）   第11回全国大会（於：山梨大学）
　　　　　 3月1日（土）　   第Ⅴ期第8回理事会、第11回総会（　〃　）
    　　　　3月2日（日） 　第Ⅴ期第９回理事会（　〃　）
　    　　　4月10日（木）　事務局会議（キャンパスプラザ京都）
＜予定＞

　2014年　6月14日（土）　第43回研究会（於：名古屋大学）
　　　    　8月31日（日）　第Ⅴ期第10回理事会、第44回研究会（キャンパスプラザ京都）

　 編集・発行： 大学評価学会　
　　　　　　　 　　　　　　〈学会事務局〉　〒657-8501　 神戸市灘区鶴甲3-11 神戸大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 発達科学部 渡部昭男研究室
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Tel/Fax：078(803)7726（渡部）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e-mail:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
                        　　　　　 〈事務連絡先〉   〒612-8577    京都市伏見区深草塚本町67 龍谷大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  経営学部 細川孝研究室
                                                         　　　　　               Tel/Fax：075(645)8634（細川）
                                                          　　　　　          e-mail: hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
 　　　　URL：http://www.unive.jp/

　　　　　　　　　　　　　 〈会費納入先〉　郵便振替口座番号：00950-4-296005　名称：大学評価学会　

mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
mailto:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
mailto:akiowtnb@port.kobe-u.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
mailto:hosokawa@biz.ryukoku.ac.jp
http://www.unive.jp
http://www.unive.jp



